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　 　 (証券コード1933)

　 　 平成25年６月10日

株 主 各 位　 　

　 熊本市中央区九品寺３丁目15番７号
　

　 代表取締役社長 柏 尾 敬 秀

第60回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の
議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成25年６月24日（月曜日）午後５時
までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成25年６月25日（火曜日）午前10時
２．場 所 熊本市中央区城東町４－２

熊本ホテルキャッスル　２階キャッスルホール
　 　  （会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総

 　会会場ご案内図」をご参照くださいますようお願い申
　 しあげます）

３．目 的 事 項 　
　報 告 事 項 １．第60期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
　 　 ２．第60期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

　決 議 事 項 　
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 定款一部変更の件　
　第３号議案 取締役２名選任の件

以　上


◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.sysken.co.jp）に掲載させていただきます。
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添付書類
　

事 　業 　報 　告

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

　

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、東日本復興需要による緩やかな回復、

海外景気の持ち直し、消費者マインドの改善、政権交代により打ち出された

「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民間投資を喚起する成長戦略」

の３つを柱とする基本方針、所謂アベノミクス効果による円安、株高が年度

後半より見られるようになり、徐々に景気の回復を期待させる傾向の中で推

移いたしました。

　当社の主な事業領域であります情報通信分野におきましては、光アクセス

網の拡充、スマートフォンの急速な普及が進んでおりますが、光アクセスサ

ービスの増加は鈍化の傾向にあり、提供エリアの拡大、利用料の低廉化、各

種コンテンツの充実を図り、更なる効率化を目指していくことが熾烈な競争

に対抗できる状況となっております。

　このような状況の中、当社は受注体制の充実、施工体制の強化、コスト低

減、業務の効率化等により、前年度業績と比べますと増収増益となりました。

　当事業年度の受注高は259億５千万円（前年同期比121.8％)、完成工事高は

228億６千３百万円（前年同期比105.2％)となりました。

　また、利益につきましても営業利益は５億４千８百万円（前年同期比

142.2％）、経常利益は７億３千４百万円（前年同期比128.6％）、当期純利

益は４億６千５百万円（前年同期比351.8％）となりました。
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　なお、受注高、完成工事高及び繰越高の状況は次のとおりであります。
（単位：百万円）

区 分 前事業年度繰越高 当事業年度受注高 当事業年度完成工事高 翌事業年度繰越高

情報電気通信事業 5,806 21,163 18,436 8,533

総 合 設 備 事 業 883 4,103 3,742 1,244

そ の 他 － 683 683 －

合 計 6,689 25,950 22,863 9,777

　

(2) 設備投資の状況

　当事業年度において実施しました設備投資の総額は５億６千１百万円であ

ります。その主なものは、宮崎支店移転用地１億５千８百万円及び熊本支店

建物等１億９千万円であります。

　なお、設備資金はすべて自己資金にて賄っております。

　

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

　

(4) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成24年４月27日付で宏正工業株式会社の全株式を取得し、子会

社化いたしました。

　

(5) 財産及び損益の状況

区 分
第57期

平成21年度
第58期

平成22年度
第59期

平成23年度
第60期(当事業年度)
平成24年度

受 注 高(百万円) 23,362 23,060 21,310 25,950

完 成 工 事 高(百万円) 23,516 24,479 21,731 22,863

経 常 利 益(百万円) 577 540 571 734

当 期 純 利 益(百万円) 312 252 132 465

１株当たり当期純利益 (円) 25.85 20.91 10.87 37.40

純 資 産(百万円) 6,365 6,443 6,522 7,082

１株当たり純資産額 (円) 528.01 534.56 530.77 566.01

総 資 産(百万円) 15,071 16,015 14,860 14,888
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(6) 対処すべき課題

　当社は、現在の事業環境及び最新の情報に基づき最善の経営方針を立案す

るよう努めておりますが、当社のコア事業であります情報通信分野におきま

しては、お客様のニーズもますます高度化、多様化していますので、従来に

も増したきめ細かで高品質なサービスでお応えすべく、現場、現物、現実の

三つの現を重視した「三現主義」により、今後とも信頼される技術と品質を

提供する総合エンジニアリング企業を目指す所存でございます。

　また、不透明感が高まる現在の経済状況を鑑み、当社が2011年度に策定し

た「中期経営計画2013」の基本方針である「経営基盤の強化・拡充」、「新

たな価値の創造」及び「信頼性と透明性の確立」の３つを経営戦略の柱とし、

以下の重点方針のもと、収益構造の転換と財務体質の強化を図ってまいりま

す。

１．経営基盤の強化・拡充

・利益率を重視した受注の確保

・生産性向上・コスト削減による安定収益の確保

・成長領域へ経営資源をシフトし受注の確保

・品質及び営業力・技術力等強化に向けた人材育成

２．新たな価値の創造

・お客様要望に即応できる企業体質へ改善

・新規成長分野に挑戦し新たなコアビジネスの創出

・グループシナジーの発揮

３．信頼性と透明性の確立

・基本作業とプロ意識の醸成

・法令遵守・情報適正利用の徹底等ＣＳＲの推進
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(7) 主要な事業内容

　当社は建設業法による特定建設業者［（特－24）第959号］及び一般建設業

者［（般－24）第959号］として国土交通大臣許可を受け、電気通信、電気、

土木、管工事及びこれらに関連する事業を行っております。

　

(8) 主要な営業所

熊本支店

熊本支店（熊本県上益城郡）

　八代営業所（八代市）

　天草営業所（天草市）

大分支店

大分支店（大分市）

　中津営業所（中津市）

　野津営業所（臼杵市）

宮崎支店

宮崎支店（宮崎市）

　延岡営業所（延岡市）

　都城営業所（都城市）

――

東京支社（東京都中央区）

関西支店（大阪市）

広島支店（広島市）

福岡支店（福岡市）

北九州支店（北九州市）

長崎支店（長崎市）

佐賀支店（佐賀市）

鹿児島支店（鹿児島市）
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(9) 使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

588名 減 12名 41.5歳 16.4年

（注）使用人数は当社から子会社等への出向者（11名）を含んでおります。

　

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金(百万円) 出資比率(％) 主 要 な 事 業 内 容

西日本電材株式会社 40 100
電気通信材料・工具の販売並びに
通信機器リース

株式会社システムニシツウ 40 100
システム導入のコンサル、開発並
びにＩＴ機器の販売、構築・設定

明 正 電 設 株 式 会 社 25 100 電気通信工事の施工

　

(11) 主要な借入先の状況

借 入 先 借　　　　 入　　　　 額 (百万円)

株 式 会 社 肥 後 銀 行 1,500

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 281

株 式 会 社 り そ な 銀 行 200

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 150

　

２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 48,400,000株　

(2) 発行済株式の総数 13,100,000株（自己株式100,126株含む）

(3) 当事業年度末の株主数 1,211名　
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(4) 上位10名の株主

株 主 名 持　　株　　数 (株) 持　株　比　率 (％)

西日本システム建設従業員持株会 1,198,178 9.21

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 1,001,000 7.70

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 905,150 6.96

株 式 会 社 肥 後 銀 行 598,945 4.60

資産管理サービス信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ）

486,000 3.73

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 435,000 3.34

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 403,000 3.10

西 部 電 気 工 業 株 式 会 社 281,602 2.16

株式会社ミライト・テクノロジーズ 260,000 2.00

株 式 会 社 り そ な 銀 行 259,000 1.99

（注）　持株比率の計算において、自己株式100,126株を控除しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 柏尾敬秀 　
九州ネクスト(株)取締役
九州電機工業(株)取締役
九州通信産業(株)取締役

専 務 取 締 役 板井次男
NTT本部長
(兼)施工本部長
(兼)安全品質管理本部長

(株)システムニシツウ取締役

常 務 取 締 役 緒方　博
熊本支店長
(兼)施工本部副本部長
(兼)OPTOSセンタ所長

　

常 務 取 締 役 齊藤　琢
経営管理本部長
(兼)人事部長
(兼)監査部長

　

取 締 役 高嶋良光 　 西日本電材(株)代表取締役社長

取 締 役 片渕康文 　 明正電設(株)代表取締役社長

取 締 役 亀澤知昭
経営管理本部 経営企画部長
(兼)経理部長

　

取 締 役 東　伸之 営業本部長 西部通信工業(株)取締役

取 締 役 安原茂行
施工本部アクセス部長
(兼)技術開発部長
(兼)技術センタ所長

(株)ニースエンジニアリング取締役

取 締 役 岩下鉄雄 宮崎支店長 　

常 勤 監 査 役 西　亮至 　 　

常 勤 監 査 役 荒井篤實 　 　

監 査 役 福田　稠 　 　

（注）１．常勤監査役西亮至氏及び監査役福田稠氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。

２．常勤監査役西亮至氏は、過去において当社のメインバンクであります（株）肥後銀行

に在籍しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

３．当社は監査役福田稠氏を大阪証券取引所及び福岡証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、両取引所に届け出ております。

４．九州ネクスト（株）、九州電機工業（株）及び九州通信産業（株）は当社と持分法適

用関連会社という関係にあります。

５．（株）システムニシツウ、西日本電材（株）、明正電設（株）、西部通信工業（株）

及び（株）ニースエンジニアリングは当社と連結子会社という関係にあります。

６．常勤監査役香山郁夫氏及び松本和孝氏は、平成24年６月26日開催の第59回定時株主総

会終結の時をもって、辞任により退任いたしました。
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(2) 当事業年度に係る役員報酬等の総額

区 分 支  給  人  員  ( 名 ) 報 酬 等 の 額 (百万円)

取 締 役 11 139

監 査 役 5 20

合 計 16 159

（注）１．上記には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額16百万円（取締役15百万円、

監査役１百万円）を含めております。

３．報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額４百万円（取締役４百

万円、監査役０百万円）を含めております。

４．取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第54回定時株主総会において年額２

億60百万円以内（ただし使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第54回定時株主総会において年額50

百万円以内と決議いただいております。

　

(3) 社外役員に関する事項

①　社外監査役の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

監 査 役 西 　 亮 至

平成24年６月26日就任以降に開催された取締役会12回のうち

12回（100％）、監査役会６回のうち６回（100％）に出席し、

適宜必要な発言を行っております。

監 査 役 福 田 　 稠

当事業年度に開催された取締役会16回のうち12回（75％）、

監査役会９回のうち９回（100％）に出席し、適宜必要な発言

を行っております。

　

②　当事業年度に係る社外監査役の報酬等の総額

区 分 支 給  人  員  (名 ) 報 酬 等 の 額 (百万円)

社 外 監 査 役 3 11
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５．会計監査人に関する事項

(1) 当社の会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 支  払  額  ( 百 万 円 )

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 32

②　当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他財産上の利益の合計額

32

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年

度に係る報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求

に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とするこ

とといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は、「最大の誠意を以て、最良の技術を提供することを欲す」を企

業理念として事業運営を図り社会に貢献することとしている。また、会社

の永遠の発展を追求するため、以下の経営方針を指針としている。

１．志気の高揚

１．品質の向上

１．事故の撲滅

１．原価の低減

１．法令の遵守

②　当社の役員・使用人は、法令遵守は当然のこととして、社会の構成員と

しての企業人・社会人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行

動することが求められる。当社はこのような認識に基づき、社会規範・倫

理そして法令などの厳守により公平且つ適切な経営の実現と市民社会との

調和を図ることとしている。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役は、その職務の執行に係る以下の文書その他の重要な情報につき、

当社の社内規程に従い適切に保存及び管理を行う。

①　株主総会議事録と関連資料

②　取締役会議事録と関連資料

③　その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

　

(3) 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　当社は、各事業所において適切に品質・労働安全衛生・環境が実施されて

いるか審議するために「マネジメントシステム委員会」を設けている。また、

労働安全衛生マネジメントの認証を受け、労働安全にも取り組んでいる。経

理面においては、各部長、支店長による自律的な管理を基本としつつ、経営

企画部が計数的な管理を行うこととしている。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、年４回の定時取締役会の他、必要に応じ臨時取締役会を開催し、

経営の基本方針及び業務執行に関する重要事項の決定を行うとともに、各取

締役相互に職務執行状況を監督する。また、全取締役と主要部門の責任者で

構成する経営会議を月１回開催し経営戦略並びに重要な業務執行等の審議決

定を行う。業務運営については、将来の事業環境等を踏まえ中期経営計画並

びに各年度予算を立案し全社的な目標を設定する。

　各担当部門においては、目標達成に向けて取組みを図る。

　

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、「シスケンコンプ

ライアンス委員会」を設置している。コンプライアンスの推進については、

業務の専門化、高度化に伴い、発生が懸念される不正・不祥事の予防に努め

るとともに、倫理観の醸成に資するべく、機会をとらえ企業倫理に関する社

員教育等を通じ指導する。

　また、当社は、相談・通報体制を設け、役員及び社員等が、社内において

コンプライアンス違反行為が行われ、または行われようとしていることに気

がついたときは、「シスケンヘルプライン（相談窓口）」を通じてコンプラ

イアンス推進室長等に通報（匿名も可）しなければならないと定めている。

会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わない。

　

(6) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　当社は、当社企業グループ各社にコンプライアンス推進責任者（本社：本

部長及び指定した部長、支店：支店長、グループ会社：社長）を置くととも

に、コンプライアンス委員会がグループ全体のコンプライアンスを統括・推

進する体制とする。なお、関連会社の経営については、その自主性を尊重し

つつ、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行う。

　

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、知

見を十分に有する使用人を置くこととする。

②　職務を補助すべき使用人は、監査役の指示に従いその職務を行うことと

する。
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(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　前号の使用人の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動等人事権

に係る事項の決定には常勤監査役の事前の同意を得る。

　

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

告に関する体制

　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見

したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告する。また、常勤監査役は、

取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、

経営会議などの重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執

行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説

明を求めることとする。

　なお、監査役は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツから

会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を

図っていく。

　

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は監査の実施にあたり必要と認めるときは、内部監査部門及び会計

監査人との連携を図るとともに、代表取締役との定期的な情報交換等を行っ

ていくこととする。

　

(11) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社及び当社グループは金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対

応を企業基盤強化のインフラ整備の一環として位置づけ、財務報告の信頼性

を確保するために、当該財務報告に係る内部統制の有効かつ効率的な整備・

運用及び評価を適切に実施するための体制を整備する。

　

【反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況】

　当社はいかなる場合においても反社会的勢力及びその関係者とは取引や交際

はせず、金銭その他の経済的利益を提供しないこと、また、反社会的勢力に対

しては断固とした対応をすることとし、具体的には反社会的勢力との関係遮断

を盛り込んだコンプライアンス規則に定めている。
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貸　借　対　照　表

（平成25年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） 　 （ 負 　 債 　 の 　 部 ） 　

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員に対する長期貸付金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

8,935

2,505

95

4,557

1,037

183

28

202

248

77

△2

5,953

3,175

1,075

57

1,900

141

127

35

92

2,650

1,880

320

3

66

280

98

流 動 負 債 6,424

支 払 手 形 1

工 事 未 払 金 3,012

短 期 借 入 金 2,400

１年内返済予定の長期借入金 65

未 払 金 177

未 払 費 用 103

未 払 法 人 税 等 57

未 払 消 費 税 等 70

未 成 工 事 受 入 金 78

預 り 金 125

賞 与 引 当 金 250

役 員 賞 与 引 当 金 16

完成工事補償引当金 8

工 事 損 失 引 当 金 48

そ の 他 8

固 定 負 債 1,380

長 期 借 入 金 66

長 期 未 払 金 194

退 職 給 付 引 当 金 1,002

そ の 他 116

負 債 合 計 7,805

（純  資  産  の  部） 　

株 主 資 本 6,875

資 本 金 801

資 本 剰 余 金 562

資 本 準 備 金 560

そ の 他 資 本 剰 余 金 2

利 益 剰 余 金 5,660

利 益 準 備 金 200

そ の 他 利 益 剰 余 金 5,460

固定資産圧縮積立金 90

別 途 積 立 金 4,800

繰 越 利 益 剰 余 金 569

自 己 株 式 △148

評価・換算差額等 207

その他有価証券評価差額金 207

純 資 産 合 計 7,082

資 産 合 計 14,888 負 債 純 資 産 合 計 14,888
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損　益　計　算　書

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

完 成 工 事 高 　 22,863

完 成 工 事 原 価 　 20,723

完 成 工 事 総 利 益 　 2,139

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 1,591

営 業 利 益 　 548

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 2 　

受 取 配 当 金 79 　

受 取 賃 貸 料 91 　

そ の 他 50 223

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 12 　

そ の 他 23 36

経 常 利 益 　 734

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 123 123

特 別 損 失 　 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 23 　

減 損 損 失 55 78

税 引 前 当 期 純 利 益 　 779

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 156 　

法 人 税 等 調 整 額 157 314

当 期 純 利 益 　 465
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株主資本等変動計算書

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

（単位：百万円）
　 　 　 　 　
　 株主資本 　 　　
　 資本金 　 　　
　 当期首残高 　 801　
　 当期変動額 　 　　
　 当期変動額合計 　 －　
　 当期末残高 　 801　
　 資本剰余金 　 　　
　 資本準備金 　 　　
　 当期首残高 　 560　
　 当期変動額 　 　　
　 当期変動額合計 　 －　
　 当期末残高 　 560　
　 その他資本剰余金 　 　　
　 当期首残高 　 2　
　 当期変動額 　 　　
　 当期変動額合計 　 －　
　 当期末残高 　 2　
　 資本剰余金合計 　 　　
　 当期首残高 　 562　
　 当期変動額 　 　　
　 当期変動額合計 　 －　
　 当期末残高 　 562　
　 利益剰余金 　 　　
　 利益準備金 　 　　
　 当期首残高 　 200　
　 当期変動額 　 　　
　 当期変動額合計 　 －　
　 当期末残高 　 200　
　 その他利益剰余金 　 　　
　 固定資産圧縮積立金 　 　　
　 当期首残高 　 26　
　 当期変動額 　 　　
　 固定資産圧縮積立金の積立　 　 63　
　 固定資産圧縮積立金の取崩 　 △0　
　 当期変動額合計 　 63　
　 当期末残高 　 90　
　 別途積立金 　 　　
　 当期首残高 　 4,750　
　 当期変動額 　 　　
　 別途積立金の積立 　 50　
　 当期変動額合計 　 50　
　 当期末残高 　 4,800　
　 繰越利益剰余金 　 　　
　 当期首残高 　 348　
　 当期変動額 　 　　
　 固定資産圧縮積立金の積立 　 △63　
　 固定資産圧縮積立金の取崩 　 0　
　 別途積立金の積立 　 △50　
　 剰余金の配当 　 △130　
　 当期純利益 　 465　
　 当期変動額合計 　 220　
　 当期末残高 　 569　
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（単位：百万円）

　 　 　 　 　
　 利益剰余金合計 　 　　
　 当期首残高 　 5,325　
　 当期変動額 　 　　
　 固定資産圧縮積立金の積立 　 －　
　 固定資産圧縮積立金の取崩 　 －　
　 別途積立金の積立 　 －　
　 剰余金の配当 　 △130　
　 当期純利益 　 465　
　 当期変動額合計 　 334　
　 当期末残高 　 5,660　
　 自己株式 　 　　
　 当期首残高 　 △202　
　 当期変動額 　 　　
　 自己株式の取得 　 △14　
　 自己株式の処分 　 69　
　 当期変動額合計 　 54　
　 当期末残高 　 △148　
　 株主資本合計 　 　　
　 当期首残高 　 6,486　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △130　
　 当期純利益 　 465　
　 自己株式の取得 　 △14　
　 自己株式の処分 　 69　
　 当期変動額合計 　 388　
　 当期末残高 　 6,875　
　 評価・換算差額等 　 　　
　 その他有価証券評価差額金 　 　　
　 当期首残高 　 35　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 171　
　 当期変動額合計 　 171　
　 当期末残高 　 207　
　 評価・換算差額等合計 　 　　
　 当期首残高 　 35　
　 当期変動額 　 　　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 171　
　 当期変動額合計 　 171　
　 当期末残高 　 207　
　 純資産合計 　 　　
　 当期首残高 　 6,522　
　 当期変動額 　 　　
　 剰余金の配当 　 △130　
　 当期純利益 　 465　
　 自己株式の取得 　 △14　
　 自己株式の処分 　 69　
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 171　
　 当期変動額合計 　 560　
　 当期末残高 　 7,082　
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産

イ．未成工事支出金 個別法による原価法

ロ．材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

イ．建物（建物附属設備を除く） 定額法

ロ．その他 定率法

②　無形固定資産 定額法

　 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リ

ース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に

関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。
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③　役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

④　完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業

年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき

計上しております。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

⑥　工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる工事について、

損失見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

（追加情報）

役員退職慰労引当金の廃止

当社は、平成24年６月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う

打ち切り支給を決議いたしました。

これに伴い、「役員退職慰労引当金」の金額を取り崩し、打ち切り支給額の未払い分64百

万円を固定負債の「長期未払金」に含めております。

　

２．会計方針の変更に関する注記

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固

定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更に伴う当事業年度の損益に与える影響額は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 141百万円

土地 106百万円

投資有価証券 62百万円

計 310百万円

②　担保に係る債務

工事未払金 9百万円

短期借入金 365百万円

計 374百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,079百万円

(3) 保証債務

①　借入保証

西日本電材（株） 110百万円

西部通信工業（株） 120百万円

計 230百万円

②　仕入保証

西部通信工業（株） 11百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権債務

①　短期金銭債権 81百万円

②　短期金銭債務 698百万円

(5) 取締役及び監査役に対する金銭債務

金銭債務 64百万円

　

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①　営業取引による取引高

完成工事高 44百万円

仕入高 1,528百万円

外注費 1,536百万円

②　営業取引以外の取引高 45百万円
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(2) 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

長崎県西彼杵郡 事業用資産 建物、構築物及び土地

当社は、事業用資産については管理会計上の区分を基準として拠点別にグルーピングを

行っており、賃貸資産及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最

小単位として減損の兆候を判定しております。

その結果、当事業年度において収益性の悪化により回収可能価額が帳簿価額を下回った

上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（55百万

円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物27百万円、構築物６百万円及

び土地21百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却予定価

額により評価しております。

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 810千株 51千株 276千株 586千株

当社が保有する自己株式 48千株 51千株 －千株 100千株

信託口が保有する自己株式 762千株 －千株 276千株 486千株

（注１）当社保有の自己株式の増加51千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加50

千株、及び単元未満株式の買取による増加１千株であります。

（注２）信託口保有の自己株式の減少276千株は、「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託

口）」から西日本システム建設従業員持株会への譲渡によるものであります。

　

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金（360百万円）、賞与引当金（94百万円）

の否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金（113百万円）

であります。

なお、繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は101百万円であります。

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、高所作業車等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
（百万円）

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 明正電設(株) 25
電気通信工事の
施 工

直接所有
100.0

兼任２名
当 社 か ら
発 注 し た
工事の施工

工事の発注 1,174 工事未払金 212

関連会社 九州通信産業(株) 45
電気通信用資材、
機器工具等の販売

直接所有
48.1

兼任１名
当社の工事
材料仕入先

材料の購入 1,122 工事未払金 326

取引条件及び取引条件決定方針等

（注１）明正電設㈱との価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、

価格交渉のうえ決定しております。

（注２）九州通信産業㈱からの材料購入価格は、主に規格材料のため毎期価格交渉のうえ決定し

ております。

　

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 566円01銭

(2) １株当たり当期純利益 37円40銭



－ 23 －

連 結 貸 借 対 照 表

（平成25年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） 　 （ 負 　 債 　 の 　 部 ） 　

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

商 品

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,828

3,381

5,476

102

1,141

175

236

321

△5

7,375

3,386

1,172

119

2,052

42

147

3,840

3,321

315

240

△37

流 動 負 債 7,357

支払手形・工事未払金等 3,491

短 期 借 入 金 2,735

未 払 法 人 税 等 70

未 成 工 事 受 入 金 94

賞 与 引 当 金 304

役 員 賞 与 引 当 金 20

完成工事補償引当金 8

工 事 損 失 引 当 金 48

そ の 他 583

固 定 負 債 1,611

長 期 借 入 金 67

退 職 給 付 引 当 金 1,180

そ の 他 363

負 債 合 計 8,969

（純  資  産  の  部） 　

株 主 資 本 9,016

資 本 金 801

資 本 剰 余 金 562

利 益 剰 余 金 7,806

自 己 株 式 △153

その他の包括利益累計額 217

その他有価証券評価差額金 217

純 資 産 合 計 9,234

資 産 合 計 18,203 負 債 純 資 産 合 計 18,203
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連 結 損 益 計 算 書

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 　

完 成 工 事 高 23,079 　

そ の 他 の 事 業 売 上 高 3,298 26,378

売 上 原 価 　 　

完 成 工 事 原 価 20,901 　

そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 2,764 23,665

売 上 総 利 益 　 　

完 成 工 事 総 利 益 2,177 　

そ の 他 の 事 業 総 利 益 534 2,712

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,110

営 業 利 益 　 601

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 2 　

受 取 配 当 金 49 　

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 55 　

受 取 賃 貸 料 78 　

そ の 他 80 266

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 14 　

そ の 他 32 47

経 常 利 益 　 821

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 123 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 60 183

特 別 損 失 　 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 23 　

減 損 損 失 94 118

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 886

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 179 　

法 人 税 等 調 整 額 188 368

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 517

当 期 純 利 益 　 517
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連結株主資本等変動計算書

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

（単位：百万円）

　 　 　 　  
　 株主資本 　 　  
　 資本金 　 　  
　 当期首残高 　 801 
　 当期変動額 　 　  
　 当期変動額合計 　 － 
　 当期末残高 　 801 
　 資本剰余金 　 　  
　 当期首残高 　 562 
　 当期変動額 　 　  
　 当期変動額合計 　 － 
　 当期末残高 　 562 
　 利益剰余金 　 　  
　 当期首残高 　 7,419 
　 当期変動額 　 　  
　 剰余金の配当 　 △130 
　 当期純利益 　 517 
　 当期変動額合計 　 387 
　 当期末残高 　 7,806 
　 自己株式 　 　  
　 当期首残高 　 △204 
　 当期変動額 　 　  
　 自己株式の取得 　 △17 
　 自己株式の処分 　 69 
　 当期変動額合計 　 51 
　 当期末残高 　 △153 
　 株主資本合計 　 　  
　 当期首残高 　 8,578 
　 当期変動額 　 　  
　 剰余金の配当 　 △130 
　 当期純利益 　 517 
　 自己株式の取得 　 △17 
　 自己株式の処分 　 69 
　 当期変動額合計 　 438 
　 当期末残高 　 9,016 
　 その他の包括利益累計額 　 　  
　 その他有価証券評価差額金 　 　  
　 当期首残高 　 47 
　 当期変動額 　 　  
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 169 
　 当期変動額合計 　 169 
　 当期末残高 　 217 
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（単位：百万円）

　 　 　 　  
　 その他の包括利益累計額合計 　 　  
　 当期首残高 　 47 
　 当期変動額 　 　  
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 169 
　 当期変動額合計 　 169 
　 当期末残高 　 217 
　 純資産合計 　 　  
　 当期首残高 　 8,626 
　 当期変動額 　 　  
　 剰余金の配当 　 △130 
　 当期純利益 　 517 
　 自己株式の取得 　 △17 
　 自己株式の処分 　 69 
　 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 169 
　 当期変動額合計 　 608 
　 当期末残高 　 9,234 
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ６社

　 西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシ

ツウ、西部通信工業(株)、(株)ニースエンジニアリ

ング、宏正工業(株)

　

上記のうち、宏正工業㈱については、当連結会計年

度において全株式を取得し子会社化したため、連結

の範囲に含めております。

② 非連結子会社の数 １社

　 (株)ミテック

　 非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に

重要な影響を与えないため連結の範囲から除いてお

ります。

　

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社の数 ３社

　 九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州ネクス

ト(株)

　 以上関連会社に対する投資については、持分法を適

用しております。

② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数

　 ２社

　 非連結子会社(株)ミテック、関連会社(有)電道

　 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

　

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日はすべて３月31日であります。
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(4) 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・未成工事支出金 個別法による原価法

・商品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

・材料貯蔵品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く） 定額法

・その他 定率法

ロ．無形固定資産 定額法

　 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。ただし、自社利

用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取

引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。
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ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

ニ．完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連

結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額

に基づき計上しております。

ホ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。

　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。

ヘ．工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会

計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工事

について、損失見込額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

１社20年間の定額法により償却を行っております。ただし、金額が僅少な場合は発生年

度に全額償却しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用

しております。

（追加情報）

役員退職慰労引当金の廃止

当社は、平成24年６月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う

打ち切り支給を決議いたしました。また、連結子会社においても定時株主総会において、役

員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給を決議いたしました。

これに伴い、当社及び連結子会社の「役員退職慰労引当金」の金額を取り崩し、打ち切り

支給額の未払い分89百万円を長期未払金として固定負債の「その他」に含めております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

なお、この変更に伴う当連結会計年度の損益に与える影響額は軽微であります。

　

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物 141百万円

土地 106百万円

投資有価証券 62百万円

計 310百万円

② 担保に係る債務

工事未払金 9百万円

短期借入金 365百万円

計 374百万円

　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,275百万円

　

４．連結損益計算書に関する注記

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

長崎県西彼杵郡 事業用資産 建物・構築物及び土地

熊本市中央区 事業用資産 建物・構築物及び土地

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基準として拠点別にグルーピ

ングを行っており、賃貸資産及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピング

の最小単位として減損の兆候を判定しております。

その結果、当連結会計年度において収益性の悪化により回収可能価額が帳簿価額を下回っ

た上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（94百万

円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物・構築物53百万円及び土地41百

万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却予定価額

により評価しております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 13,100千株 －千株 －千株 13,100千株

　

(2) 自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 817千株 63千株 276千株 605千株

当社グループが保有する
自 己 株 式

55千株 63千株 －千株 119千株

信 託 口 が 保 有 す る
自 己 株 式

762千株 －千株 276千株 486千株

（注１）当社グループ保有の自己株式の増加63千株は、取締役会決議による自己株式の取得によ

る増加50千株、持分法適用関連会社が取得した自己株式の当社帰属分12千株、及び単元

未満株式の買取による増加１千株であります。

（注２）信託口保有の自己株式の減少276千株は、「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託

口）」から西日本システム建設従業員持株会への譲渡によるものであります。

　

(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成24年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 130 10 平成24年３月31日 平成24年６月27日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

　平成25年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。

イ．配当金の総額 129百万円

ロ．１株当たり配当額 10円

ハ．基準日 平成25年３月31日

ニ．効力発生日 平成25年６月26日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行

借入による方針であります。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残

高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式につ

いては四半期ごとに時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。

借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金（返済期限１年～５年）は

変動金利のため金利変動リスクに晒されていますが、定期的に市場金利の動向を把握し管理

を行っております。なお、金利変動リスクは軽微であります。また、営業債務や借入金は流

動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理しております。

　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額(＊) 時 価 ( ＊ ) 差 額

① 現金預金 3,381 3,381 －

② 受取手形・完成工事未収入金等 5,476 5,476 －

③ 投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 1,849 1,849 －

④ 支払手形・工事未払金等 (3,491) (3,491) －

⑤ 短期借入金 (2,735) (2,735) －

⑥ 未払法人税等 (70) (70) －

⑦ 長期借入金 (67) (67) 0

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 現金預金、② 受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

③ 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から

提示された価格によっております。

④ 支払手形・工事未払金等、⑤ 短期借入金、⑥未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

⑦ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,472百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、③投資有価証券には含めておりません。
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７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、熊本市その他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む。）を有し

ております。平成25年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は47百万円であり

ます。

　

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

639 △140 499 650

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

（注２）当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は売却によるもの（139百万円）であります。

（注３）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 739円08銭

(2) １株当たり当期純利益 41円70銭
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９．その他の注記

（企業結合等関係）

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　宏正工業株式会社

事業の内容　　　　　一般土木工事業

② 企業結合を行った主な理由

宏正工業株式会社が永年蓄積した推進技術力と工事実績による信用を買収し、当社土

木部門の業容拡大並びに技術力の育成を目的としております。

③ 企業結合日

平成24年４月27日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

宏正工業株式会社

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社による現金を対価とする株式取得であるため

　

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

平成24年７月１日から平成25年３月31日まで

　

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 30百万円

取得原価 　 30百万円

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

４百万円

② 発生原因

取得原価が被取得企業の純資産における当社持分を上回ったため、その差額をのれん

として認識しております。

③ 償却方法及び償却期間

重要性が乏しいため、発生時に全額償却しております。
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月13日 

 西日本システム建設株式会社  

 取　締　役　会　　御　中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 白 水 一 信 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 増 村 正 之 
 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、西日本システム建設株式会社
の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月13日 

 西日本システム建設株式会社  

 取　締　役　会　　御　中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 白 水 一 信 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 増 村 正 之 
 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、西日本システム建設株式会社の平成
24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、西日本システム建設株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第60期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告

を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ

の附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

 

 平成25年５月21日  

 西日本システム建設株式会社　監査役会  

 

常勤監査役 西 　 亮 至 

常勤監査役 荒 井 篤 實 

監 査 役 福 田 　 稠 

 

 
（注）　常勤監査役　西　亮至、監査役　福田　稠は、会社法第２条第16号

及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
 

以　上
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株主総会参考書類

　

【議案及び参考事項】

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　第60期の期末配当及びその他の剰余金の処分につきましては、経営体質の強

化と今後の事業展開等を勘案するとともに、内部留保にも意を用い、以下のと

おりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通配当１株につき６円、特別配当として１株につき４円を加え

合計10円とさせていただきたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は129,998,740円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成25年６月26日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

(1) 減少する剰余金の項目とその総額

繰越利益剰余金 200,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目とその総額

別途積立金 200,000,000円
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第２号議案　定款一部変更の件

変更の理由

今後の事業展開に備えるため事業目的を追加するものであります。

　 （下線がついた部分は変更箇所）

現　行　定　款 変　更　案

（目的） （目的）

第２条　当会社は、国内および国外において

次の事業を営むことを目的とする。

第２条　当会社は、国内および国外において

次の事業を営むことを目的とする。

一．

　　 （条文省略）

十七．　

一．

　　　（現行どおり）

十七．　

　　　　（新設）
十八．とび・土工工事の測量、設計

および施工

　

十九．再生可能エネルギー等による

発電事業およびその管理・運

営ならびに電気の供給、販売

に関する事業

十八．前各号に付帯する一切の事業

　

二十．前各号に付帯する一切の事業
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第３号議案　取締役２名選任の件

　本総会終結の時をもって辞任されます取締役高嶋良光氏、片渕康文氏の補欠

として並びに経営体制の強化を図るため新たに取締役２名の選任をお願いする

ものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

当社株式所有数

１
うめだ 　 としお

梅　田　敏　雄
(昭和26年11月２日生)

平成８年４月　日本電信電話株式会社　九州

支社人材開発部人事担当課長

平成12年８月　西日本電信電話株式会社　大

分支店設備部長

平成14年５月　同　熊本支店設備部長

平成16年４月　株式会社エヌ・ティ・ティ・

ネオメイト南九州　設備ビジ

ネス本部長

平成18年７月　当社入社　施工本部ネットワ

ーク事業部長

平成24年７月　同　大分支店長

　　　　　　　現在に至る　

普通株式
4,000株

２
たずねき 　 きよと

尋　木　清　人
(昭和27年１月26日生)

昭和49年４月　当社　入社

昭和64年１月　同　経理部会計課調査役

平成４年５月　同　長崎支店庶務課長

平成８年12月　同　福岡支店総務部長

平成15年７月　同　経営管理本部経理部次長

平成21年10月　同　経営管理本部総務部長

（兼）コンプライアンス推進

室長

平成23年４月　同　経営管理本部総務部長

　　　　　　　現在に至る　

普通株式
7,000株

　（注）各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

以　　上　
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

　

会場が昨年と異なっておりますので、下記のご案内図をご参照のうえ、

お間違えのないようご注意願います。

　

１.　会　場：熊本ホテルキャッスル　２階キャッスルホール

２.　所在地：熊本市中央区城東町４－２

３.　電　話：（096）326－3311

熊本市役所前

熊本城熊本城 熊本
市役所

熊本市役所前

通町筋 水道町

鶴屋
パルコ

ホテル日航
熊本

日本郵政
熊本ビル

株主総会 会場
熊本ホテルキャッスル

国
道
３
号
線

上
通
り

下
通
り

大
甲
橋

　　　　　

　　　　　 ●市電・バス───通町筋下車徒歩約３分

●タクシー────熊本駅から約10分

●車───────熊本ホテルキャッスルまたは

　　　　　　　　　ホテル提携駐車場をご利用下さい。


